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特別支援学校のセンター的機能を活用した特別な支援が必要な就学前の
子どもへの相談支援の取組

－特別支援学校 12校への面接調査から－

Consultations for Special Needs Preschool Children Utilizing the Central Functions of 
Special Support Schools

- From a Survey of 12 Special Support Schools -
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要　　旨
　特別支援学校がそのセンター的機能を活用した早期支援の取組の実態や関係機関との連携・協働の在り方について探る

ため，全国 12校の特別支援学校の特別支援教育コーディネーターに面接による調査を行った。調査結果から，特別支援

学校が行っている早期支援の取組として，特別支援学校が単独で行っている相談支援，市町村が主体となり，要請に応じ

て特別支援学校が参加・協力を行っている相談支援，特別支援学校と市町村保健センター等関係機関が密接に連携し協働

で行っている相談支援の，３つの形態に分けられた。そして，特別支援学校のセンター的機能を活用した早期支援モデル

は，柔軟に構築され地域の状態像より変化することが示唆された。

Abstract
　It was conducted a survey interviewed special education coordinators at 12 special support schools across Japan about 

their early support programs and collaboration with related organizations. The special support schools fully implemented 

their function as local special support education centers. The results of our survey showed that there were three forms of 

support: 1. Consultations off ered by special support schools alone, 2. Participation in and cooperation with the activities 

promoted by local governments, and 3. Close collaboration between special support schools and local public health 

centers. Our survey also showed that the early support models fully implementing the special support schools’ education 

center functions were organized fl exibly to fi t local resource background and requirements.
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Ⅰ．はじめに
　「学校教育法等の一部を改正する法律」が 2007 年４
月に施行され，幼稚園，小中学校等において，教育上特
別の支援を必要とする子どもに対し，特別支援教育を
行うことが位置づけられた（１）。また，特別支援学校は，
多様な障害種に対応した学校に改められると共に，地域
における特別支援教育のセンターとしての役割を果たす
よう努めることとなった。
　特別支援学校のセンター的機能について，特別支援学
校学習指導要領には，小中学校等の要請により，障害の
ある児童，生徒，または当該児童生徒を担当する教師等
に対して必要な助言または援助を行ったり，地域の実態
や家庭等の要請により保護者等に対して教育相談を行っ

たりするなど，各学校の教師の専門性や施設・設備を生
かした地域における特別支援教育のセンターとしての役
割を果たすよう努めることと示されている（２）。地域支
援の対象として，特別支援学校学習指導要領解説には，
地域の小中学校だけでなく幼稚園，保育所等に在籍する
障害のある幼児児童生徒や担当教師等への支援も含ま
れていることに留意する必要があると示されている（３）。
また，幼稚園教育要領では，障害のある幼児の指導に当
たっては，集団の中で生活することを通して全体的な発
達を促していくことに配慮し，特別支援学校などの助言
又は援助を活用しつつ，例えば指導についての計画又は
家庭や医療，福祉などの業務を行う関係機関と連携し
た支援のための計画を個別に作成することなどにより，
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個々の幼児の障害の状態などに応じた指導内容や指導
方法の工夫を計画的，組織的に行うことと示された（４）。
加えて，保育所保育指針には，障害のある子どもに対す
る保育については，必要に応じて専門機関からの助言を
受けるなど適切に対応することと示されている（５）。こ
のようなことから，保育所，幼稚園等において特別な支
援が必要な子どもへの教育を行う上で，特別支援学校は
保育所・幼稚園に助言等を行う専門機関の一つとして重
要な役割を担うことになった。
　「特別支援教育を推進するための制度の在り方につい
て（答申）」では，特別支援学校のセンターとしての取
組の具体的内容として，①小・中学校等の教師への支援，
②特別支援教育等に関する相談や情報提供，③障害のあ
る児童生徒等への指導や支援，④医療，福祉，労働等の
関係機関等との連絡・調整，⑤小・中学校等の教師に対
する研修協力，⑥障害のある幼児児童生徒への施設・設
備等の提供などが挙げられている（６）。
　松村らが全国の特別支援学校対象に行った調査では，
特別支援学校全体の 89％で，地域支援部等のセンター
的機能の中心となる組織を設けていた（７）。井上らが特
別支援学校に行った全国調査では，就学前の乳幼児の来
校相談（特別支援学校の相談室等での相談）を行ってい
る特別支援学校が 73％あり，42％の特別支援学校が保
育所，幼稚園への訪問コンサルテーションを年間６回
以上行っていた（８）。また，市区町村保健センターと連
携している特別支援学校が 47％あり，6.6％が保健セン

ターでの乳幼児健診に参加しており，10％が健診後の
親子教室等に参加していた（９）。これらの調査結果から，
多くの特別支援学校が校内体制を整備しながら，地域の
ニーズに対応し特別な配慮や支援を要する就学前の子ど
もの支援に関わってきていると推測される。しかし，特
別支援学校が就学前の子どもに対して実際に行っている
支援や保健機関等との連携について具体的に明らかにし
た研究は少ない。
　そのため本研究では，発達障害児等特別な支援が必要
な就学前の子どもへの支援を実際に行っている 12校の
調査を行い分析することにより，特別支援学校による地
域のニーズに対応した早期支援の方法，関係機関との連
携・協働の在り方について検討することとした。

Ⅱ．方法
１．調査対象
　調査対象は，井上らが 2012 年７月～８月に全国の
公立特別支援学校に行った調査（８）（９）で回答のあった
473 校の特別支援学校の内，特別支援学校のセンター
的機能を活用し，自校以外の就学前の子どもの相談支援
に係る取組（来校による教育相談，保育所等への巡回相
談，保健機関等との連携・協働）を行っている公立特別
支援学校12校の特別支援教育コーディネーターとした。

２．対象となる特別支援学校の概要
　調査対象となる特別支援学校の概要を表１に示した。

表 1　特別支援学校の概要

学　校　名
学校設置
地域　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

障害
種別

設置
学部

幼児児童
生徒数

教員数
支援地域の
市町村数

地域の
人口規模

Ａ特別支援学校 東北地方 病 小中高 51～ 100 人 41 ～ 60 人 7～ 10 30 ～ 50 万人

Ｂ特別支援学校 東北地方 知 小中高 101～ 150人 61 ～ 90 人 1市 5～ 10万人

Ｃ特別支援学校 関東地方 知 小中高 201～ 250人 91 ～ 120 人 4～ 6 10 ～ 20 万人

Ｄ特別支援学校 関東地方 知 小中高 250 人以上 121～ 150人 7～ 10 50 万人以上

Ｅ特別支援学校 中部地方 知肢 小中高 250 人以上 150 人以上 4～ 6 30 ～ 50 万人

Ｆ特別支援学校 中部地方 肢 小中高 101～ 150人 91 ～ 120 人 4～ 6 20 ～ 30 万人

Ｇ特別支援学校 中部地方 知肢病 幼小中高 51～ 100 人 41 ～ 60 人 4～ 6 5～ 10 万人

Ｈ特別支援学校 近畿地方 知聴 小中高 151～ 200人 61 ～ 90 人 4～ 6 10 ～ 20 万人

Ｉ特別支援学校 近畿地方 知 小中 20人未満 21～ 40人 1市 3～ 5万人

Ｊ特別支援学校 近畿地方 知 小中高 101～ 150人 61 ～ 90 人 2～ 3 5～ 10 万人

Ｋ特別支援学校 中国地方 肢病 小中高 20人未満 2 1～ 40人 2～ 3 3～ 5万人

Ｌ特別支援学校 中国地方 5障害 小中高 101～ 150人 121～ 150人 1市 10～ 20 万人

　特別支援学校の設置地域は，中部地方，近畿地方がそ
れぞれ３校，東北地方，関東地方，中国地方がそれぞれ
２校であった。障害種別は，知的障害特別支援学校が５

校あり，肢体不自由，病弱特別支援学校がそれぞれ１校
あった。複数の障害種に対応している特別支援学校が５
校あり，５障害全てに対応している特別支援学校が１校
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あった。設置学部は，11 校が小学部から高等部まで設
置されていた。幼稚部が設置されている特別支援学校が
１校あった。幼児児童生徒数では，20 人未満の特別支
援学校が２校，250 人以上の大規模な特別支援学校が
２校あり様々であった。教員数についても 40人未満の
特別支援学校が２校，121 人以上の特別支援学校が３
校あり，様々であった。支援地域の市町村数では４～６
市町村が５校で一番多かった。１市が３校ある一方，７
～ 10 市町村が２校あった。支援地域の人口では 10 万
人未満が５校であったが，30 万人以上の人口を抱えて
いる地域も３校あった。

３．調査期間及び調査手続き
　本調査の調査期間は，2013 年１月上旬から３月下旬
であった。調査は，筆者がそれぞれの学校に訪問し，半
構造化面接により実施した。調査項目は，①校内体制に
ついて，②就学前幼児への相談支援について，③市町村
保健等関係機関との連携についての３項目であった。
４．結果の整理方法
　調査結果については，特別支援学校が実施している相
談支援の状況について，専任教員の数，相談室の設置の
有無，来校相談（子ども・保護者等が特別支援学校の相
談室等に来て行う相談），幼児教室の開設，保育所・幼
稚園への巡回・訪問相談，保健センターとの連携の５つ
の項目により整理を行った。次に，特別支援学校の校内
体制・地域の状況，早期支援に係る取組，取組の意義・

効果について，面接の内容を概要にまとめて示し分析し
た。

４．結果の整理方法
　調査結果については，特別支援学校が実施している相
談支援の状況について，専任教員の数，相談室の設置の
有無，来校相談（子ども・保護者等が特別支援学校の相
談室等に来て行う相談），幼児教室の開設，保育所・幼
稚園への巡回・訪問相談，保健センターとの連携の５つ
の項目により整理を行った。次に，特別支援学校の校内
体制・地域の状況，早期支援に係る取組，取組の意義・
効果について，面接の内容を概要にまとめて示し分析し
た。

Ⅲ．結果及び考察
１．就学前の子どもへの相談支援の状況
特別支援学校のセンター的機能を活用した就学前の子ど
もへの相談支援の状況を表２にした。
　地域支援を行う専任教員は０名が５校，１名，２名が
それぞれ３校あった。
地域の子ども等への相談室は９校で設置されていた。
12 校全ての特別支援学校で，来校相談を行っていた。
特別支援学校内で幼児教室等を開設して，子ども，保護
者に来校してもらい，子どもへの直接指導を行っている
学校が 3校あった。

表 2 就学前の子どもへの相談支援の状況

学　校　名
専任
教員
の数

相談室
の
設置

来校
相談

幼児
教室の
開設

保育所・幼稚園への巡回・訪問相談 保健センターとの連携

子どもの
観察

担任等へ
の助言

園内委員
会参加

保護者へ
の相談

３歳児
健診

５歳児
相談

発達
相談

親子
教室

発達
検査

Ａ特別支援学校 0 ○ ○ ○  ○  ○

Ｂ特別支援学校 1 ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○

Ｃ特別支援学校 1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ｄ特別支援学校 0 ○ ○ ○ ○ ○

Ｅ特別支援学校 5 ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○

Ｆ特別支援学校 1 ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○  ○  ○

Ｇ特別支援学校 0 ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○  ○

Ｈ特別支援学校 2 ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○

Ｉ特別支援学校 2 ○ ○ ○ ○ ○  ○  ○

Ｊ特別支援学校 2 ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○  ○  ○  ○

Ｋ特別支援学校 0 ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○  ○

Ｌ特別支援学校 0 ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○
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　保育所・幼稚園への巡回・訪問相談は 12校全ての特
別支援学校で実施されていた。園内委員会へ参加してい
る学校が８校あり，保育所・幼稚園で保護者への相談を
行っている学校が 10校あった。保健センターとの連携
については，12 校全ての特別支援学校が何らかの連携
をとっていたが，各学校の連携の内容に違いが見られた。
３歳児健康診査，５歳児健康診査（発達相談）に参加し
ている学校がそれぞれ，３校と６校あった。健康診査後
要フォローになった子ども・保護者への発達相談に参加

している学校が８校あり，親子教室にも参加している学
校が２校あった。保健センター等に訪問して発達検査を
実施・解釈している特別支援学校が２校あった。

２．特別支援学校12校の早期支援への具体的取組
　特別支援学校 12校の校内体制・地域の状況，早期支
援に係る具体的取組，取組の意義と効果について表３に
示した。

表 3　特別支援学校の校内体制，地域の状況，早期支援に係る具体的取組，意義
校内体制・地域の状況 早期支援に係る取組 取組の意義・効果等

Ａ
特
別
支
援
学
校

・地域支援部７人。
・地域には，就学前
の子どもの発達相
談を行っている機
関が無く，特別支
援学校が貴重な地
域資源の一つ。

・乳幼児健診へ参加し健康診査中に全員の子どもの観
察を行っている。
・希望や保健師が必要と見立てた子ども・保護者の相
談を実施，健康診査後に保健師とのカンファレンス
を行っている。

・特別支援学校のコーディネーターが健診に入
ることで，保護者がいろんなことを話すこと
で理解が深まっている。

・小学校まで発見が遅れてしまう子どもがおり，
保健師や関係者と情報共有等を進める必要が
ある。

Ｂ
特
別
支
援
学
校

・ 地 域 支 援 委 員
会（特別支援教
育コーディネー
ター，県独自が任
命した「地域支援
担当教員」，委員）
３人で構成。
・市の教育委員会と
子ども課の連携は
強い

・校内で希望する教員 28 名が，幼稚園等の訪問コン
サルテーションに地域支援担当教員と同行。
・市からの依頼により，全幼児対象の「５歳児相談」
の保護者学習会で，地域支援担当教員が子育てのア
ドバイスを行う。
・相談後のスタッフミーティングに参加。

・市が計画・実施する早期支援に特別支援学校
が要請に対応した支援を行っている。

・幼稚園・保育所からの要請は年々増加してお
り，ニーズに対応した特別支援学校の専門性
の向上が必要。

Ｃ
特
別
支
援
学
校

・支援部地域支援担
当５人。
・地域には個別指導
を行っている療育
機関はない。

・幼児の個別療育を行うことをねらいとし幼児教室を
開設。
・３歳から幼稚園・保育所等の年長児まで月１回 40
分の個別指導。対象児約 20人にのべ 200 回程度の
指導を実施。
・夏季休業中には，サマースクールを実施し，グルー
プ学習や母親同士の交流などを実施。

・幼児教室の個別指導を通して，子どもの成長
を見ることができ，相談を通して，保護者の
精神的安定につながっている。

・指導回数の増加のため教員をどのように確保
するのかが課題。

Ｄ
特
別
支
援
学
校

・地域支援担当は特
別支援教育コー
ディネーター３
名。
・発達障害の子ども
が地域で療育を受
ける機関が不足し
ている。

・幼児支援教室を設置。療育を受けていない年長幼児
が対象。
・基本的な生活習慣と学習体勢の基礎を培い，小学校
就学後の学習や集団生活への適応を促すことをねら
いにしている。
・週１回，２つのグループに分けて実施し，保護者へ
の個別面談も行っている。

・コミュニケーション，ＡＤＬ，関わり等につ
いて，特別支援学校の専門性を活かすこと
ができる。・早期から保護者に関わることで，
保護者が子どもの発達の状態を理解でき，小
学校等の情報を知ることができる。・幼児教
室での情報を提供することで，在籍園での集
団適応への取組に生かすことができる。

Ｅ
特
別
支
援
学
校

・地域支援部６名が
担当。
・地域支援専用の棟
があり，複数の相
談室，プレイルー
ム，スタッフルー
ムが設置されてい
る。
・小規模の市町から
のニーズが高く，
県庁所在地の相談
機関は充実してい
る。

・就学前幼児の来校相談件数は年間約 300 件。
・５歳児健康診査後フォローとして，保健師に同行し
て幼稚園・保育所を訪問している。特別支援学校の
コーディネーターは学校教育相談担当として，子ど
もの観察や担任等への助言を行っている。
・保健センター主催の「年長児保護者相談会」で就学
までの流れの講話を行っている。
・「事例検討会」で小学校への引き継ぎを行ったりし
ている。

・訪問コンサルテーションを継続することによ
り，保育士の気づきも増え，支援力も上がっ
てきている。

・特別支援学校は幼児期から継続して支援して
いけることが強みであり，継続的に保護者と
つながっていけることで，長期的に子どもの
支援ができる。

・市町との連携を深めて地域間格差を減少する
ことが課題である。
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Ｆ
特
別
支
援
学
校

・特別支援教育コー
ディネーター１名
が地域支援担当。
・支援地域の相談資
源は少ない。
・学校の所在地域の
町との連携は密接
である。

・教育相談チラシは，職員向けと保護者向けを分けて
作成・配布。
・「５歳児相談」は保育所・幼稚園を巡回し，全ての
５才児を観察，その後のフォローを関係者（特別支
援教育コーディネーター，保健師，スクールカウン
セラー等）で検討し，相談や発達検査につなげる。
・常勤の心理士の配置がなく，特別支援教育コーディネー
ターが，町の就学調査員として，心理検査を実施・
報告。
・特別支援学校のコーディネーターと保健師が協働し，
保育士と保護者が記入する５歳児相談票を作成・活
用。

・特別支援学校コーディネーターは，学校現場
をわかっているので，幼稚園・保育園から小
学校につなげる役割ができる。

・関係課と連携を取りながら，幼児の成長を促
したり，保護者の不安感を和らいだりするよ
うな支援ができればいいと考える。

Ｇ
特
別
支
援
学
校

・地域支援は教育相
談部５名が担当。
・教育相談部は校内
支援として他機関
へのつなぎも行っ
ている。
・地域には相談支援
の機関は少ない。

・３歳児健康診査に参加，遊びに一緒に入り，子ども
の様子を観察，スタッフによるカンファレンスで情
報交換，今後のフォローについて検討。
・５歳児発達相談に参加し，子どもの観察と保護者へ
の相談を行っている。・幼児期の子どもへのカウン
セラーが配置されおり，３歳児までカウンセラーが
子ども・保護者，保育所等の支援を行い，年中児以
上を特別支援学校の特別支援教育コーディネーター
が支援を引き継いでいる。
・保育所・幼稚園への訪問相談は多く，私立の園から
はあまり要請がない。

・保育所・幼稚園への支援は保育士の悩みを聞
いて 5歳児相談につなげたり，発達検査を
行ったりして，小学校にも支援をつなげてい
る。

・早期から気づいて適切に対応し，その対応の
効果を就学後につないでいくことが，中学校
や高等学校での不適応や不登校などの軽減に
つながっていくのではないかと考えている。

Ｈ
特
別
支
援
学
校

・地域支援は教育支
援部11名が担当。
・校外の訪問相談に
行くのは，専任の
特別支援教育コー
ディネーター２名
で，聴覚障害担当
と知的障害担当に
分けている。

・来校教育相談のべ 50 回程度。相談担当２名が子ど
もの観察と保護者等への相談を分けて行っている。
・運動動作や，サーキット，コミュニケーションなど，
子どもへの直接指導的を行う場合もある。
・「5歳児発達相談」に「ことばの相談員」として参加し，
子ども，保護者への相談を行っている。

・特別支援学校が早期から関わることで，学齢
期になっても関わることができ，長期的に相
談することが可能になり，子どもの支援に役
立つと考えている。

・「５歳児発達相談」で要フォローになった幼
児への療育等の支援をする機関が足りない。

Ｉ
特
別
支
援
学
校

・自立活動部所属の
特別支援教育コー
ディネーター 2
名が地域支援を担
当。
・市教育委員会と子
育て支援課が連携
して，独自でコー
ディネーターを３
名配置している。
・市には療育機関が
ない。

・保育所・幼稚園への巡回・訪問による支援では，子
どもの様子を観察し，職員に対する助言等を行って
いる。訪問は定期的に行っている。
・市が全ての保育所・幼稚園への巡回相談を実施して
おり，特別支援学校のコーディネーターや市のコー
ディネーターがスタッフとして同行している。
・健診後のフォロー事業である「発達相談」に参加し，
子どもの観察や保護者への相談を行っている。
・「５歳児健康診査」が実施されており，特別支援教
育コーディネーターが参加し，教育相談や発達検査
が必要な子どもに各機関の紹介を行っている。

・健診から相談につなげるシステム，保育所・
幼稚園への支援，小学校へ支援をつなげるシ
ステムができ，サポートファイルも活用して
いる。

・市のコーディネーターが相談窓口になり，継
続的な相談が必要なケースを特別支援学校の
コーディネーターが引き継いでいる。

・地域では療育を行う場がなく，療育が必要な
子どもに適切な支援が行われていないことが
課題である。

Ｊ
特
別
支
援
学
校

・地域支援は支援部
５名で担当。
・支援部の２名は特
別支援教育コー
ディネーター。
・地域には幼児への
相談機関はほとん
ど無い。

・発達検査を行ったケースについては，子どもの実態
と具体的支援を示した報告書を保護者や保育所・幼
稚園に提供している。
・保健センターからの要請により，健診後の要フォロー
児への相談を，保健センターを 2名で訪問して行っ
ている。必要に応じて心理検査の実施や親子教室・
療育機関等の紹介を行っている。
・市では，特別支援学校事務局のもとに保健センター，
療育機関，特別支援学校の三つの機関の担当者によ
る連絡会を発足し，早期支援に係る課題の明確化と
具体的対応について検討を行っている。

・市では，保健センター，療育機関，特別支援
学校が連携した早期支援のシステムができ
た。

・特別支援教育コーディネーターが，保護者へ
の相談等，健康診査後のフォロー事業に参加
することで，児の実態把握と保護者の理解が
進みやすくなった。
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　特別支援学校 12校ほとんどで「支援部」「地域支援部」
等地域支援を実施する分掌を設置して地域支援を実施し
ていた。２名以上の専任を配置している特別支援学校は
４校であったが，その他の特別支援学校では，授業時間
の軽減や放課後での活動を行うなど，校内での工夫によ
り地域支援を実施していた。全ての地域で保健センター
が早期支援の中心であったが，教育委員会と子ども課等
が連携を行ったり，独自でコーディネーターを配置した
りしている地域もあった。支援地域に発達等の相談に対
応できる機関が不足している特別支援学校が６校あり，
それらの学校では相談へのニーズが高かった。支援地域

に療育機関が不足している特別支援学校は３校あり，内
２校が特別支援学校で幼児教室を行っていた。全ての特
別支援学校で，就学前の子ども・保護者への来校相談，
保育所・幼稚園への巡回・訪問相談が実施されていた。
　12 校の早期支援に係る調査内容から，特別支援学校
が行っている取組を，「特別支援学校が単独で行ってい
る相談支援」「市町村が主体となり，要請に応じて特別
支援学校が参加・協力を行っている相談支援」「特別支
援学校と市町村保健センター等関係機関が密接に連携し
協働で行っている相談支援」の３つの形態に分類し表 4
に示した。

Ｋ
特
別
支
援
学
校

・地域支援は支援部
８名が担当。・特
別支援教育コー
ディネーターは，
毎週交代で木曜日
に１名が市役所に
出勤。
・町の医療センター
が診療と相談を
行っている。

・Ｋ特別支援学校では，市の巡回メンバーとして，保
健師，発達支援センター相談員，医療センターの職
員，指導主事等と保育所等への巡回相談を行ってい
る。子どもの観察の後，ケース会議を行い，必要に
応じて保護者相談も行っている。
・健診後のフォロー相談に参加している。医師，保健
師が保護者相談している間，特別支援学校のコー
ディネーターが子どもの様子を観察する。終了後，
医師を交えて情報共有を行っている。
・特別支援学校が開始した親子教室を，子育て支援セ
ンターが特別支援学校等関係機関と協働して運営し
ている。集団遊び，製作などについて，特別支援学
校のコーディネーターが全体進行を行っている。プ
ログラムはスタッフ全員で検討。

・地域に資源が少ないため，特別支援学校が，
地域に密着した相談支援，保護者，保育士と
一緒に考えていくスタンスで行っている。

・特別支援学校が早期支援に関わることで，適
切な就学の在り方だけではなく，長期的な展
望を持った助言を保護者に提供できる。

・早期に支援をすることにより，子どもの将来
の困難さの軽減につながると考えている。

・保育士の気づきがまだ不十分であり，研修等
を充実させ，理解力・指導力を高める必要が
ある。

Ｌ
特
別
支
援
学
校

・地域支援は支援部
が担当。
・支援部は，校外支
援課と自立活動支
援課に分けてい
る。
・早期支援は保健セ
ンターが中心に
行っているが，地
域の保護者の療育
へのニーズは高
い。

・幼児教室を開設し，就学に向けての相談支援の場と
して，幼児 10 人を対象に月に１～２回，1時間の
集団指導を行っている。
・ゲームやダンス・体操などを取り入れている。
・保護者への相談も実施。

・幼児教室により，保護者の子どもへの理解が
進み，ニーズにあった就学決定に役立ってい
る。

・幼児教室の支援が，幼稚園の支援力の向上に
つながっている。

・早期支援に関わる特別支援学校の教員は，定
型発達の子どもに対して十分な実践を積み，
医療，福祉，心理の視点に目を向けることが
必要である。

表 4　特別支援学校が行っている早期支援の取組の形態及び具体的内容
早期支援の取組の形態 取組の具体的内容

1 特別支援学校が単独で行っている相談支援
・来校による子ども・保護者への教育相談
・幼児教室等による発達障害等の子どもへの指導

2
市町村が主体となり，要請に応じて特別支援学校が参加・
協力を行っている相談支援

・乳幼児健康診査への参加
・５歳児健康診査等への参加
・健康診査後フォローへの参加
・保育所・幼稚園への巡回または訪問相談

3
特別支援学校と市町村保健センター等関係機関が密接に連
携し協働で行っている相談支援

・保健師との協働による相談票の作成
・就学に係る調査員としての役割
・幼児カウンセラーとの役割分業
・市コーディネーターとの連携
・関係機関担当者と協働した連絡会の設置
・市役所での業務
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　特別支援学校が単独で実施している早期に係る相談支
援としては，①来校による保護者 子どもへの教育相談，
②幼児教室等による発達障害等の子どもへの直接指導で
あった。相談室等での就学前の子どもの相談では，複数
の学校で特色のある取組が行われていた。Ｅ特別支援学
校では，地域支援専用の棟を設置し，５名の専任教員で
相談支援を行っており，地域支援部が校内からほぼ独立
した形態で，地域の相談支援センターとしての役割を果
たしていた。また，特別支援教育コーディネーターの創
意工夫による取組も見られた。Ｈ特別支援学校では，運
動・動作やコミュニケーションなど，子どもへの直接指
導を組み入れた来校相談を行っていた。Ｆ特別支援学校
では，職員・保護者向けの２種類の教育相談チラシを作
成していた。Ｊ特別支援学校では，発達検査を行ったケー
スに子どもの実態と所見，具体的支援を示した報告書を
保護者や保育所・幼稚園に提供していた。
　幼児教室等による直接指導を行っている特別支援学校
は３校あった。Ｃ特別支援学校では個別指導を行ってお
り，Ｄ特別支援学校やＬ特別支援学校では小集団での指
導を行っていた。また，Ｄ特別支援学校では，障害の程
度のグループに分けて実施する工夫が見られ，対象を保
育所・幼稚園の年長で他の療育機関を受けていない幼児
に絞り，指導のねらいを明確にしていた。これら３つの
特別支援学校の特長として，地域での療育が不足してい
る部分に，特別支援学校の専門性を活用して地域の中で
役割を果たすといった意図があると考えられる。辻らは，
早期支援のあり方として，親子の情緒の安定を優先して
サポートできる体制が必要であり，そのために誰かが継
続して関われるような構造があることが重要であると述
べている（10）。これら幼児教室は保護者相談も行いなが
ら継続的に子どもに関わることができ，子どもへの発達
支援だけではなく，母子の情緒の安定を支える地域の資
源の一つとしてその役割を担っていると推測される。
　市町村保健センターが主体となり，特別支援学校が参
加・協力している取組は多く見られた。「３歳児健康診
査」にはＡ特別支援学校とＧ特別支援学校が参加し，子
どもの観察や保護者への相談を行っていた。「５歳児健
康診査・５歳児発達相談」にはＢ特別支援学校とＧ特別
支援学校，Ｆ特別支援学校が参加し，子どもの観察や保
護者への相談を行っていた。１歳６カ月児・３歳児健康
診査後のフォローについては，Ｉ特別支援学校，Ｋ特別
支援学校が発達相談のスタッフの一員として参加してい
た。また，Ｊ特別支援学校は保健センターを訪問して保
護者への相談，子どもの観察，発達検査を特別支援教育
コーディネーターが行っていた。保育所・幼稚園への巡
回相談は，Ｂ特別支援学校，Ｅ特別支援学校が参加して
いた。年長児の保護者への相談会を実施している市町も
あった。これらの取組では，中心的役割を担っているの

は市町村保健センターであり，特別支援学校が専門機関
の一つとして，必要とされる場面で連携・協力を行って
いた。河野らは，発達が気になる段階からの支援は，保
護者にとって身近で利用することへの敷居が低い場所や
システムで行われる必要があり，保健センターなどでそ
のような支援体制を整えることが重要であると述べてい
る（11）。このような，市町村保健センターが企画・調整
し特別支援学校が参加・協力する早期支援のシステム
は，比較的構築しやすく且つ地域のニーズに柔軟に対応
でき，特別支援学校のセンター的機能も活用しやすいと
考えられる。
　市町村保健センター等関係機関と特別支援学校が協働
で行っている取組は，いくつかの地域で見られた。Ｆ特
別支援学校は保健センター主催の５歳児発達相談に参加
しており，保健師と協働して５歳児相談票を作成してい
た。また，特別支援教育コーディネーターが就学に係る
調査員として，心理検査を実施・報告する役割を担って
おり，保健師と協働して早期支援を行っていた。Ｇ特別
支援学校の地域では，幼児に対応するカウンセラーと特
別支援学校のコーディネーターが幼児の年齢を分けて，
役割分業しながら相談支援を行うシステムを作ってい
た。Ｉ特別支援学校の地域では，市のコーディネーター
が保護者の相談窓口になり，継続的な相談を必要とする
ケースを特別支援学校コーディネーターが引き継ぐシス
テムを作っていた。Ｊ特別支援学校は保健センター，療
育機関の担当者と協働して早期支援に係る連絡会を発足
し，早期支援の課題とその解決のための具体的方法を検
討していた。Ｋ特別支援学校は保健センターと連携し相
談支援のネットワークのメンバーとして，木曜日に市役
所に出勤し保育所・幼稚園を巡回していた。また，親子
教室のスタッフとして参加し，プログラムの検討も行っ
ていた。これら５校の取組は，市町村の要請に応えて連
携・協力する枠を越え，ＰＤＣＡサイクルの中で関係機
関の担当者と連携・協働し，早期支援のシステムを整備
していると考えられる。渥美らは，関係する行政機関が
一人ひとりの支援ニーズに対応した総合的な支援を相互
に連携して統合的に取り組んでいける体制づくりが必要
であり，市町村ごとに関係諸機関の連携体制・ネットワー
クが整備することが重要であると述べている（12）。これ
ら５校が取組を行っている市町は１万人から５万人まで
の人口規模が少ない地域であり，特別支援学校が地域の
貴重な専門機関として位置付けられ，市町村が実施する
早期支援の担い手の一つとして活動していると推測でき
る。

３．まとめ
　本研究から，特別支援学校がそのセンター的機能を活
用した早期支援の在り方として，地域のニーズにあった
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様々な連携・協働の形態があることが示された。特別支
援学校が早期支援にかかわる意義として，特別支援教育
コーディネーターからは，「特別支援学校は幼児期から
継続して長期的に子どもの支援ができる」「早期から関
わることで，長期的に相談することが可能になる」「長
期的な展望を持った助言を保護者に提供できる」という，
就学前から学齢後も相談支援を継続できることや，長期
的視点を持って相談に対応できることが挙げられた。ま
た，「早期から気づいて適切に対応し，その対応の効果
を就学後につないでいくことが，中学校や高等学校での
不適応や不登校などの軽減につながっていくのではない
か」といった，二次障害の予防への効果についても挙げ
られた。吉岡は，「要観察」がレッテル貼りでなく予防
であるとの観点に立てば，できる限り多くの子どもを健
康診査でフォローする体制を作ることが望ましく，リス
クのある母子が事後フォロー体制に乗り，その間に子ど
もにあった育児方法を学ぶことができれば，子どもの利
益につながると述べている（13）。特別支援学校が乳幼児
健康診査やフォロー事業等の早期支援に関わることで，
教育的で長期的な視点から保護者に相談ができる。また，
必要に応じて子どもへの直接的な指導も行うことができ
る。これらの多様で柔軟な支援が，地域での早期からの
母子支援の質の向上につながることも推測できる。
　これらのことから，地域の資源等の実態により支援の
在り方は異なるものの，特別支援学校が早期支援に参加
する意義があり，一定の効果を上げることについても期
待できる。しかし，特別支援学校の教員が就学前の発達
障害等の子どもや保護者の相談支援に関わることは容易
ではないと考えられる。本調査においても，「早期支援
に関わる特別支援学校の教員は，定型発達の子どもに対
して十分な実践を積み，医療，福祉，心理の視点に目を
向けることが必要である」といった特別支援学校の教員
の専門性の向上に関する意見が出された。また，池本ら
は，附属養護学校での早期教育相談の実践から，地域の
ニーズに対応するためには教員自身が特別支援教育に関
する研修や研鑽を更に積み，専門性を高めていく必要が
あると述べている（14）。さらに松村らは，地域の特性を
生かし，それぞれの関係機関が連携を取りながら役割分
担を行うことが必要であり，そのことを地域に周知して
いくことが大切であると述べている（15）。以上のことに
より，特別支援学校が市町村保健センターや福祉機関，
教育委員会と連携・協働する早期支援の形態は，地域資
源の状況や特別支援学校の校内体制整備の状況，特別支
援教育コーディネーター等の専門性により多様に存在す
ると考えられる。そのため，特別支援学校のセンター的
機能を活用した早期支援モデルは，それらの要因が絡み
ながら，柔軟に構築され地域の状態像より変化していく
ものであると推測できる。

　本研究では，特別支援学校のセンター的機能を活用し
た早期支援の取組を調査し，関係機関と連携・協働した
早期支援のあり方を検討した。今後は，特別支援学校が
実際に行った早期支援の取組についてその効果や課題の
検討が求められる。
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